
（第111期第１四半期）

四 半 期 報 告 書

ス バ ル 興 業 株 式 会 社



頁

【表　紙】………………………………………………………………………………………………………………………… １

第一部　【企業情報】………………………………………………………………………………………………………… ２

第１　【企業の概況】……………………………………………………………………………………………………… ２

１　【主要な経営指標等の推移】…………………………………………………………………………………… ２

２　【事業の内容】…………………………………………………………………………………………………… ２

第２　【事業の状況】……………………………………………………………………………………………………… ３

１　【事業等のリスク】……………………………………………………………………………………………… ３

２　【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】…………………………… ３

３　【経営上の重要な契約等】……………………………………………………………………………………… ４

第３　【提出会社の状況】………………………………………………………………………………………………… ５

１　【株式等の状況】………………………………………………………………………………………………… ５

２　【役員の状況】…………………………………………………………………………………………………… ６

第４　【経理の状況】……………………………………………………………………………………………………… ７

１　【四半期連結財務諸表】………………………………………………………………………………………… ８

２　【その他】………………………………………………………………………………………………………… 15

第二部　【提出会社の保証会社等の情報】………………………………………………………………………………… 16

四半期レビュー報告書

目　　　　　　　次

確認書



【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年６月14日

【四半期会計期間】 第111期第１四半期（自　2024年２月１日　至　2024年４月30日）

【会社名】 スバル興業株式会社

【英訳名】 Subaru Enterprise Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　永田　泉治

【本店の所在の場所】 東京都千代田区有楽町一丁目５番２号

【電話番号】 東京(03)3528－8245

【事務連絡者氏名】 執行役員管理本部経理部長　松原　正司

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区有楽町一丁目５番２号

【電話番号】 東京(03)3528－8245

【事務連絡者氏名】 執行役員管理本部経理部長　松原　正司

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】

- 1 -



回次
第110期

第１四半期
連結累計期間

第111期
第１四半期

連結累計期間
第110期

会計期間
自　2023年２月１日
至　2023年４月30日

自　2024年２月１日
至　2024年４月30日

自　2023年２月１日
至　2024年１月31日

売上高 （千円） 7,768,055 8,062,580 29,245,530

経常利益 （千円） 1,649,991 1,580,985 4,947,598

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,114,639 1,076,944 3,283,801

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,115,699 1,077,436 3,287,451

純資産額 （千円） 31,706,261 33,945,002 33,564,135

総資産額 （千円） 36,423,016 38,809,170 38,723,994

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 86.59 83.58 254.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 86.8 87.2 86.4

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　当社は、2024年２月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

４　当第１四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前連結会計年

度の関連する主要な経営指標等については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の見直し

が反映された後の金額によっております。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善し緩やかな回復傾向にあるものの、海

外景気の下振れによる景気の下押しリスクや資源価格等の高騰に加え、円安進行による物価上昇が個人消費の更な

る冷え込みに繋がる懸念があり、先行きは依然として不透明な状況で推移しました。

　このような情勢のもと、３カ年計画『中期経営戦略2022-2025 TRY!2025』の最終年度にあたり、各事業において

業績の向上に努めました結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は80億６千２百万円（前年同期比3.8％

増）、営業利益は15億５千１百万円（前年同期比5.0％減）、経常利益は15億８千万円（前年同期比4.2％減）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は10億７千６百万円（前年同期比3.4％減）となりました。

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

（道路関連事業）

　道路業界においては、引き続き政府による防災・減災、国土強靭化対策の推進もあり、公共投資が底堅く推移し

ましたが、慢性的な建設技能者の不足に加え、労務費・資機材価格が上昇する等、依然として予断を許さない状況

が続きました。

　このような状況のなか、当社グループの道路関連事業は、積算精度の向上や安全管理の徹底等、一般競争入札に

おける総合評価落札方式への対応強化を図りました。道路土木工事においては、熾烈な受注競争のなか、橋梁補修

工事をはじめとする各種工事の受注に努めましたが、採算性の高い工事が一部減少したこともあり、前期に比べ減

収となりました。年間契約を主とする道路維持管理業務においては、概ね順調に推移し、道路清掃業務においては

通常業務に加え、自然災害に対する緊急対応を行ったことにより前期に比べ増収となりました。

　以上の結果、道路関連事業全体の売上高は74億３千１百万円（前年同期比4.1％増）、セグメント利益は15億７

千８百万円（前年同期比4.9％減）となりました。

（レジャー事業）

　飲食業界においては、アフターコロナのなかで、客数も順調に回復しましたが、原材料価格や人件費・光熱費の

上昇等、引き続き厳しい事業環境が続きました。

　このような状況のなか、当社の飲食事業は、テイクアウト販売の強化を継続すると共に、季節に応じた付加価値

の高いメニューを提供し、顧客単価を上げることで売上の向上に努めました。

　マリーナ事業は、年間契約の船舶係留数が引き続き高水準で推移したほか、顧客サービスの充実も図りました。

しかしながら『東京夢の島マリーナ』の管理運営業務が2024年３月31日をもって終了したこともあり、レジャー事

業全体の売上高は３億８千６百万円（前年同期比7.6％減）、セグメント利益は２千３百万円（前年同期比25.2％

減）となりました。

（不動産事業）

　不動産事業は、『吉祥寺スバルビル』や『新木場倉庫』等の賃貸物件が堅調に稼働したことに加え、前期に取得

した物件が寄与したこともあり、売上高は２億４千３百万円（前年同期比16.6％増）、セグメント利益は１億７千

万円（前年同期比17.9％増）となりました。

　なお、2024年２月に東京都昭島市内に事業用地を、同４月に静岡県御殿場市内に土地・建物をそれぞれ取得し、

賃貸を開始しております。

　財政状態の分析は、次のとおりであります。

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、受取手形、売掛金及び契約資産の減少等がありましたが、現金及び預

金の増加、土地の取得等により前連結会計年度末に比べ８千５百万円増の388億９百万円となりました。

　負債は、賞与引当金の増加等がありましたが、支払手形及び買掛金、未払法人税等の減少等により前連結会計年

度末に比べ２億９千５百万円減の48億６千４百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末に比べ３億８千万円増の339億４千５百万円となりまし
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た。

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

(5）主要な設備

　当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありま

せん。

(7）資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品及び原材料の購入のほか、外注費、修繕費、販売費及び一

般管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要の主なものは、新たな不動産の取得、新規飲食店の

出店及びＭ＆Ａ投資等によるものであります。

　当社グループは、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としておりま

す。

　短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入、設備投資や長期運転資金は自己資金及び金融機関からの

長期借入による調達を基本方針としております。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2024年４月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年６月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 13,310,000 13,310,000
東京証券取引所

スタンダード市場

・完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

・単元株式数　100株

計 13,310,000 13,310,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年２月１日（注） 10,648,000 13,310,000 － 1,331,000 － 1,057,028

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）株式分割（1：5）によるものであります。

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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2024年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 84,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,537,300 25,373 －

単元未満株式 普通株式 39,800 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 2,662,000 － －

総株主の議決権 － 25,373 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権６個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が49株含まれております。

３　普通株式は、完全議決権株式であり権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

４　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2024年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

５　当社は、2024年２月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。上記株式数につ

いては、当該株式分割前の株式数を記載しております。

2024年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

スバル興業株式会社

東京都千代田区有楽町

一丁目５番２号
84,900 － 84,900 3.19

計 － 84,900 － 84,900 3.19

②【自己株式等】

（注）　当社は、2024年２月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。上記株式数について

は、当該株式分割前の株式数を記載しております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2024年２月１日から2024

年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年２月１日から2024年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,351,944 15,541,533

受取手形、売掛金及び契約資産 6,960,775 3,490,704

有価証券 10,002 －

商品 76,616 89,126

原材料及び貯蔵品 235,258 188,052

仕掛品 259,777 273,088

その他 205,325 190,747

貸倒引当金 △14,451 △6,576

流動資産合計 20,085,248 19,766,676

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,334,229 2,309,253

機械装置及び運搬具（純額） 1,367,899 1,350,030

土地 12,137,211 12,565,218

その他（純額） 239,858 236,864

有形固定資産合計 16,079,199 16,461,367

無形固定資産

契約関連無形資産 110,665 108,310

のれん 365,978 343,676

その他 78,021 77,387

無形固定資産合計 554,665 529,374

投資その他の資産

投資有価証券 262,455 262,455

繰延税金資産 264,125 313,156

差入保証金 632,251 644,955

保険積立金 738,103 725,903

その他 108,227 105,564

貸倒引当金 △283 △283

投資その他の資産合計 2,004,880 2,051,752

固定資産合計 18,638,746 19,042,494

資産合計 38,723,994 38,809,170

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年４月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,830,838 1,392,097

１年内返済予定の長期借入金 113,139 －

未払法人税等 792,580 605,774

賞与引当金 150,672 339,899

役員賞与引当金 20,698 －

その他 1,048,875 1,285,535

流動負債合計 3,956,803 3,623,307

固定負債

繰延税金負債 21,498 14,024

退職給付に係る負債 359,820 397,507

資産除去債務 293,757 294,555

その他 527,979 534,772

固定負債合計 1,203,055 1,240,860

負債合計 5,159,858 4,864,167

純資産の部

株主資本

資本金 1,331,000 1,331,000

資本剰余金 1,318,629 1,318,629

利益剰余金 31,147,830 31,528,970

自己株式 △335,885 △336,571

株主資本合計 33,461,574 33,842,028

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3 －

その他の包括利益累計額合計 3 －

非支配株主持分 102,557 102,974

純資産合計 33,564,135 33,945,002

負債純資産合計 38,723,994 38,809,170
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年４月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年４月30日)

売上高 7,768,055 8,062,580

売上原価 5,646,606 5,980,379

売上総利益 2,121,448 2,082,201

販売費及び一般管理費 488,621 530,654

営業利益 1,632,827 1,551,546

営業外収益

受取利息 149 88

固定資産売却益 943 5,614

受取保険金 － 17,982

助成金収入 78 －

受取補償金 11,091 －

その他 5,125 5,975

営業外収益合計 17,388 29,661

営業外費用

その他 224 222

営業外費用合計 224 222

経常利益 1,649,991 1,580,985

特別利益

保険解約返戻金 1,650 3,412

受取保険金 － 20,431

特別利益合計 1,650 23,843

特別損失

固定資産圧縮損 － 9,411

特別損失合計 － 9,411

税金等調整前四半期純利益 1,651,641 1,595,417

法人税、住民税及び事業税 595,756 574,480

法人税等調整額 △59,816 △56,503

法人税等合計 535,940 517,977

四半期純利益 1,115,701 1,077,440

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,062 496

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,114,639 1,076,944

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年４月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年４月30日)

四半期純利益 1,115,701 1,077,440

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1 △3

その他の包括利益合計 △1 △3

四半期包括利益 1,115,699 1,077,436

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,114,637 1,076,940

非支配株主に係る四半期包括利益 1,062 496

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

従来、連結子会社のうち決算日が３月31日であった、株式会社テス東北は同日現在の財務諸表を利用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、当第１四半期連結会計期間よ

り決算日を１月31日に変更しております。

この決算期変更に伴い、当第１四半期連結累計期間において、2024年１月１日から2024年４月30日までの４

ヵ月間を連結しております。

なお、決算期変更した株式会社テス東北の2024年１月１日から2024年１月31日までの売上高は57,222千円、

営業利益は33,062千円、経常利益は33,029千円、税引前四半期純利益は33,029千円であります。

前第１四半期連結累計期間
（自　2023年２月１日

至　2023年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年２月１日

至　2024年４月30日）

減価償却費 137,539千円 156,312千円

のれんの償却額 18,463千円 22,302千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年４月27日

定時株主総会
普通株式 643,681 250.00 2023年１月31日 2023年４月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月25日

定時株主総会
普通株式 695,803 270.00 2024年１月31日 2024年４月26日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2023年２月１日　至　2023年４月30日）

１　配当金支払額

（注）　１株当たり配当額については、特別配当120円が含まれております。

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自　2024年２月１日　至　2024年４月30日）

１　配当金支払額

（注）１　１株当たり配当額については、特別配当140円が含まれております。

２　当社は、2024年２月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。１株当たり配当

額については、当該株式分割前の配当金の額を記載しております。

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２道路関連事業 レジャー事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 7,140,017 418,754 209,282 7,768,055 － 7,768,055

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 61,408 19,065 80,473 △80,473 －

計 7,140,017 480,163 228,348 7,848,528 △80,473 7,768,055

セグメント利益 1,659,199 31,013 144,532 1,834,745 △201,918 1,632,827

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２道路関連事業 レジャー事業 不動産事業 計

売上高

外部顧客への売上高 7,431,816 386,817 243,945 8,062,580 － 8,062,580

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 65,791 20,106 85,897 △85,897 －

計 7,431,816 452,609 264,051 8,148,477 △85,897 8,062,580

セグメント利益 1,578,004 23,194 170,464 1,771,663 △220,116 1,551,546

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年２月１日　至　2023年４月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　セグメント利益の調整額△201,918千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年２月１日　至　2024年４月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　セグメント利益の調整額△220,116千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（企業結合等関係）

企業結合に係る暫定的な会計処理の確定

2023年12月31日に行われた株式会社テス東北との企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会計

処理を行っておりましたが、当第１四半期連結会計期間に確定しております。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、当第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に含まれる比較情報

において取得原価の当初配分額の見直しが反映されております。

この結果、暫定的に算定されたのれんの金額136,484千円は、会計処理の確定により28,996千円減少し、

107,488千円となっております。また、顧客関連資産（その他の無形固定資産）44,000千円、固定負債の繰延税

金負債15,004千円を新たに認識し、顧客関連資産は７年にわたって均等償却しております。なお、のれんの償

却年数７年に変更はありません。また、前連結会計年度末ののれんは28,996千円減少し、顧客関連資産（その

他の無形固定資産）は44,000千円、繰延税金負債は15,004千円、それぞれ増加しております。

（単位：千円）

報告セグメント
合計

道路関連事業 レジャー事業 不動産事業

主要なサービス

道路維持管理業務 2,529,025 － － 2,529,025

道路土木工事 770,083 － － 770,083

道路清掃業務 2,633,217 － － 2,633,217

飲食事業 － 163,701 － 163,701

マリーナ事業 － 255,052 － 255,052

その他 1,207,690 － － 1,207,690

顧客との契約から生じる収益 7,140,017 418,754 － 7,558,772

その他の収益（注） － － 209,282 209,282

外部顧客への売上高 7,140,017 418,754 209,282 7,768,055

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自　2023年２月１日　至　2023年４月30日）

（注）　「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日 企業会計基準委

員会）に基づく不動産賃貸収益等であります。
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（単位：千円）

報告セグメント
合計

道路関連事業 レジャー事業 不動産事業

主要なサービス

道路維持管理業務 2,516,449 － － 2,516,449

道路土木工事 505,535 － － 505,535

道路清掃業務 3,043,536 － － 3,043,536

飲食事業 － 181,527 － 181,527

マリーナ事業 － 205,290 － 205,290

その他 1,366,294 － 14,348 1,380,643

顧客との契約から生じる収益 7,431,816 386,817 14,348 7,832,982

その他の収益（注） － － 229,597 229,597

外部顧客への売上高 7,431,816 386,817 243,945 8,062,580

当第１四半期連結累計期間（自　2024年２月１日　至　2024年４月30日）

（注）　「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日 企業会計基準委

員会）に基づく不動産賃貸収益等であります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年２月１日

至　2023年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年２月１日

至　2024年４月30日）

１株当たり四半期純利益 86円59銭 83円58銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,114,639 1,076,944

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
1,114,639 1,076,944

普通株式の期中平均株式数（株） 12,873,300 12,885,162

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は、2024年２月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益及び普通株式の期中平均株式数を算定

しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年６月13日

スバル興業株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中桐　光康

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川口　泰広

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスバル興業株式会

社の2024年2月1日から2025年1月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2024年2月1日から2024年4月30日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2024年2月1日から2024年4月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スバル興業株式会社及び連結子会社の2024年4月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期



（注）１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象に含まれていません。

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年６月14日

【会社名】 スバル興業株式会社
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　永田　泉治

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。
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【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所
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【表紙】



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長永田泉治は、当社の第111期第１四半期（自　2024年２月１日　至　2024年４月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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